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平成 30年度寒河江市一般会計当初予算（案）の概要 

（平成３０年２月２０日） 

≪予算規模≫ 

一般会計当初予算額 １８２億１,１００万円 

対前年度比  4,600万円 0.3％増（11 年連続で増） 

（当初予算額では過去最大) 

 

平成３０年度予算編成の基本方針❢ 

① 第６次振興計画（行動計画）を着実に推進 

② さがえ未来創成戦略に基づく人口減少対策を強化  

③ 積極的な予算編成と健全財政の堅持 

 

予算編成のポイント❢ 

   “未来志向”のひと・まちづくりの推進                                  

 【 未来志向のひとづくり 】 

① 出産・子育て支援の取組み強化（保育支援拠点整備・医療費無料化拡大など） 

② 教育の充実（外国語指導支援・中学校施設整備など） 

 

【 未来志向のまちづくり 】 

① さがえブランドの向上（慈恩寺ガイダンス施設整備・農産物ブランド化推進など) 

② 交流人口の拡大（ホストタウン事業、都市計画道路落衣島線、寒河江公園整備など） 

③ 既存施設の再生利活用（フローラＳＡＧＡＥ学習室・図書館カフェコーナー整備など） 
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○ 主な歳入の状況                        （単位：千円） 

 

(1)市   税     ４９億９，５２９万円（△96,804千円、1.9％減) 

個人市民税は、雇用情勢も着実に改善が続いており給与所得等の増加が見込まれ増額

とした。また、法人市民税は、海外経済の不確実性や金融市場の動向もあるが一部事業

所に回復基調もあり微増とした。固定資産税は、宅地開発や住宅建築補助等の効果もあ

り件数は増加しているが、特に家屋を中心に評価替えの影響が大きく減額とした。 

個人市民税    1,690,870千円（  19,301千円、1.2％増） 

法人市民税     337,233千円（  1,199千円、0.4％増） 

固定資産税    2,214,312千円（△ 95,155千円、4.1％減） 

 

(2)地方消費税交付金   ８億５，８００万円（73,000千円、9.3％増） 

地方財政計画により増額とした。 

 

(3)地方交付税     ３９億５，２００万円（△54,000千円、1.3％減） 

①普通交付税    35億 0,000万円(△ 86,000千円、2.4％減) 

②特別交付税     4億 5,200万円(  32,000千円、7.6％増) 

普通交付税は、地方財政計画及び基準財政収入額（税収分）減を勘案し減額とした。 

特別交付税は、平成 29年度決算見込みや地方財政計画を考慮し増額とした。 

 

(4)国、県支出金    ２８億９，７７３万３千円（△61,883千円、2.1％減） 

国庫支出金は、社会資本整備総合交付金・保育所等整備交付金などの減により 125,166千

円（6.4％減）の減額となった。県支出金は、放課後児童健全育成事業負担金、園芸大国やま

がた産地育成事業補助金などの増により 63,283千円（6.2％増）の増額とした。 

 

(5)寄  附  金     １０億円（△500,000千円、33.3％減) 

   ふるさと納税による寄附金額を 10億(5億円の減)と見込み計上。 

 

(6)繰 入 金     １２億２，２１２万８千円（103,300 千円、9.2％増) 

まちづくり基金から 828,700千円、財政調整基金から 286,000千円、市有施設整備基金か

ら 96,700千円を繰入れる。 

ふるさと納税によるまちづくり基金を活用した事業への繰入を継続するほか、市有施設整

備基金を活用し、新なか保育所を整備する。 

 

(7)市   債     １９億６，０２０万円（591,500千円 43.2％増） 

市債は起債対象事業の増により前年度比 605,500千円（77.8％増）の増額、地方交付税の

補てん措置である臨時財政対策債は前年度比 14,000千円（2.4％減）減額となった。 

             平成 30 年度末    平成 29年度末           増 減 

市債残高見込①＋②   16,445,173千円     16,084,731千円       360,442千円 

① 臨時財政対策債   7,433,236千円      7,329,090千円     104,146千円 

② その他の市債     9,011,937千円     8,755,641千円      256,296千円 

実質公債費比率見込        7.9％          8.5％              △0.6％ 
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○ 主な歳出の状況                        （単位：千円） 

 

 (1)人 件 費     ２４億３，７０８万２千円（△26,529千円、1.1％減） 

  

(2)物  件 費        ３２億８，９８７万９千円（430,828 千円、15.1％増） 

 

(3)扶 助 費     ２０億９，４７３万４千円（ 11,383千円、0.5％増） 

    

(4)補助費等      ３６億１，５２２万９千円（△545,997千円、13.1％減） 

ふるさと納税 H30受付分の減少見込みによる基金管理事業報償費（返礼品）649,578千円

の減など。 

  

(5)投資的事業     ２１億４，９１９万８千円（434,428 千円、25.3％増） 

  うち補助事業     ６億５，１１２万円（ △439,971千円、 40.3％減） 

    主な補助事業 

・橋りょう整備事業   58,200（新町橋補修工事ほか） 

・側溝整備事業    58,400（平塩中郷線側溝整備工事ほか） 

・道路新設改良事業  444,860（柴橋平塩線道路改良工事ほか） 

・市営住宅管理事業   27,000（市営住宅団地整備ほか） 

・住宅建築推進事業   60,000（子育て定住支援） 

       

   うち単独事業   １４億８，５９７万円（ 887,249千円、148.2％増） 

    主な単独事業 

  ・寒河江マザーズ支援拠点整備事業 952,731（新なか保育所建設ほか） 

  ・果樹園芸作物等生産振興対策事業  49,000（農業用施設等新設事業費補助） 

  ・中心市街地活性化センター維持管理事業  38,930（エレベーター改修工事ほか） 

  ・側溝整備事業     36,500（丸内西根北町線側溝整備工事ほか） 

   ・道路新設改良事業   30,000（陵南中学校東線改良工事ほか） 

   ・公園整備事業     13,000（最上川寒河江緑地園路舗装工事ほか） 

・住宅建築推進事業    50,000（子育て定住支援 10,000、増改築・リフォーム40,000） 

・消防施設整備事業   15,500（耐震性貯水槽設置工事ほか） 

・中学校施設整備事業  73,700（陵東中体育館床改修工事ほか） 

・文化センター整備事業 15,150（文化会館トイレ改修工事ほか） 

 

(6)公 債 費     １７億１，３３６万５千円（△77,759千円、4.3％減） 

 

(7)積 立 金      ４億１，９７５万４千円（△73,598千円、14.9％減） 

    ・まちづくり基金積立金（ふるさと納税分）411,570 

 

 (8)貸 付 金      ４億７，１８０万円  （△37,100千円、7.3％減） 

 

 (9)繰 出 金     １６億６，６４８万１千円（△54,546千円、3.2％減） 



事業費合計 3,917,149 （単位：千円）　

区分
新規・拡充分
当該事業費

事業費合計 7,400

新規 1,400

拡充 6,000

事業費合計 6,969

新規 1,224

事業費合計 643

拡充 643

事業費合計 482,952

拡充 85,000

拡充 340,024

新規 120

　さがえこうのとり応援事業

【一般不妊治療費助成】
人工授精など一般不妊治療に係る治療費の一部助成。年間7万円を上限に新設。

【特定不妊治療費助成】
体外受精、顕微鏡受精など高額な治療費で負担が大きい特定不妊治療費に係る治療費
の一部助成。助成額の上限額を1回当たり30万円に統一。

　母子保健指導事業

【妊産婦指導専門員（助産師）の設置】
妊娠・出産をはじめ、子育てや母乳育児の支援など、産前・産後のきめ細かいサポートを
行う。

　フッ素塗布事業

　保育所運営事業

【臨時職員等の処遇改善】
市立保育所臨時保育士賃金の単価アップ、障害児保育受け入れ増に伴う臨時保育士・
パート保育士の増による拡充。

事業費合計金額

重　点　項　目

　事　業　名

2歳6か月児歯科検診時に2歳児も検診対象に加えフッ素塗布及び歯科保健指導を実施
し、むし歯予防する。

【保育所指定管理事業】
みなみ・にしね・しばはし保育所の指定管理委託により、民間のノウハウを活用した自由
な発想による効果的な保育所運営。保育士の処遇改善等により拡充。

【保育士資格サポート事業補助金】
2年以上児童福祉施設で勤務経験のある者が保育士資格取得を希望する場合、通信教
育費用を助成。

「子どもがすくすく育つまち」（第６次振興計画基本政策第１章） 
 

安心して結婚・出産・子育てできる環境を整備し、教育の充実を図ることで、         

さがえっこが元気で大きな夢を持ち実現できるまちをめざします。         
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事業費合計 978,812

新規 864,168

新規 87,024

事業費合計 606,225

拡充 60,554

事業費合計 173,840

拡充 10,558

事業費合計 186,245

拡充 15,925

事業費合計 7,792

新規 3,180

事業費合計 5,259

新規 1,022

事業費合計 28,661

拡充 6,221

事業費合計 19,754

拡充 8,300

事業費合計 73,700

新規
拡充 71,700

平成30年度から、第四わんぱくクラブ（寒河江中部小学区）を六供町公民館に開設。

　子ども・子育て支援給付事業

子ども・子育て支援制度に基づく認定こども園など民間保育施設に対する教育・保育給付
金等。１施設の定員増などに伴う支援拡充。

　子育て支援医療給付事業

　寒河江マザーズ支援拠点整備事業

【小児医療施設・病児保育施設整備】
小児医療と保育の両立による子育てしやすいまちづくりの実現のため、隣接した保育所
等と一体的に医療保育施設を整備。

　放課後児童対策事業

【新なか保育所・病後児保育施設整備】
保育所定員を40名増員するほか、保育所内で病後児保育を実施するため、新なか保育
所を建設。

陵東中屋内運動場床改修工事、トイレ洋式化工事など。

【高校３年生まで医療費無料化を拡大（Ｈ30．7月から）】
医療費の自己負担相当額を公費で負担し、子育て世代の支援を行う。

　英語力育成事業

【外国語指導支援事業】
英語力育成や国際理解教育のための事業。小学校5・6年の英語学習完全実施に向け、
日本人英語講師（ＡＥＴ）を新たに設置し、小学生からの英語学習を充実。

　さがえっこ育み推進事業

【部活動指導員の設置】
新たに部活動指導員を各中学校に1名ずつ配置し、部活動指導・運営をサポート。働き方
改革による教職員の負担を軽減。

小学校給食室等トイレ洋式化工事など。

　中学校施設整備事業

　小学校施設整備事業

　就学援助事業

要保護・準要保護児童などの保護者に対し就学に必要な援助を行い、対象児童の就学
機会を確保する。小中学校の新入学学用品の支援額を拡大。
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事業費合計 640,314 （単位：千円）　

事業費合計 57,649

拡充 4,000

新規 18,500

新規 5,400

継続 26,500

事業費合計 8,669

継続

事業費合計 12,894

拡充 635

新規 500

拡充 7,150

新規 600

　農産物ブランド化推進事業

【高収益園芸産地パワーアップ支援事業費補助金】
強みのある農作物の更なる産地化に向け、必要な機械・施設等の整備を支援。
・園芸作物（西洋なし）共選施設の整備。（光センサー及び計数管理装置を更新）
補助率1/2

【果樹剪定枝粉砕機導入支援事業費補助金】
生産者への負担及び環境負荷軽減を図るため、剪定枝の粉砕処理に使用する機械導入
に対する支援。
補助率1/2（上限600）

【伝統野菜生産強化・拡大支援事業費補助金】
もって菊等の生産強化に向け、土壌分析機導入を支援。

【紅秀峰の里ブランド推進事業費補助金】
紅秀峰のブランド化推進に向けた苗木購入等による栽培面積拡大支援。新たに山形Ｃ12
号を補助対象品種に追加。

【新ブランド野菜実証栽培・販路開拓支援事業補助】
新たなブランド野菜の発掘、販路開拓への支援。現行の伝統野菜3種（谷沢梅、もって
菊、子姫芋）に加え、6次産業化に直結するような特産野菜等の発掘、栽培、販路開拓を
支援し、新たなブランド野菜の産地化につなげる。

【さくらんぼの木オーナー制】
佐藤錦に加え、新たに紅秀峰のオーナーを募集し、交流人口の拡大や労力確保に加え
紅秀峰のブランド化推進につなげる。

　果樹園芸作物等生産振興対策事業

　さくらんぼ労力確保対策事業

さくらんぼ箱詰め作業講習会や作業体験を通して潜在的な雇用労力の掘り起こしを行い、就労機会の創出と
労力確保を支援。市内のさくらんぼ農家で25時間以上就労したパート労働者へさくらんボーナス（市内企業
の特産品など）を進呈。

【園芸大国やまがた育成支援事業費補助金】
園芸作物産出額の拡大と競争力の高い産地化に向け、農業施設等の整備を支援。
県補助率5/12
・観光さくらんぼ園トイレ、野菜（いちご）ハウス新設：市で1/12を上乗せし補助率1/2
・さくらんぼ加温ハウス新設：市で1/6を上乗せし補助率2/3

【さくらんぼ作業負担軽減安全確保事業費補助金】
さくらんぼ栽培に係る作業の負担軽減と安全確保のための高所作業車等の導入に対す
る支援。
新たに選果機導入を補助対象に追加。補助率1/3（上限200）

「活力と交流を創成するまち」（第６次振興計画基本政策第２章） 
農業・商業・工業の振興を図り、魅力的なしごとを生み出すことで、活力に満ちたまちをめざし

ます。また、数多くある観光資源を活かし、市外から多くの人が訪れる賑わいあるまちをめざし
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事業費合計 42,088

新規 8,500

事業費合計 10,983

継続

事業費合計 22,634

継続

事業費合計 53,605

継続

事業費合計 65,790

継続 44,700

継続 7,650

継続 8,658

継続 4,000

事業費合計 2,421

継続 2,000

事業費合計 140,983

継続 38,930

　新規就農者等育成推進事業

【元気な農業経営による所得1.3倍プロジェクト事業補助金】
地域農業を牽引する競争力の高い「トップランナー」を目指す農業者を経営面からの分析
も行い、施設整備等を支援する。
補助率1/3

　観光情報発信事業

　まつり振興事業

農道の舗装修繕や幹線農道の除雪、路肩改良工事（農道葉山高原牧場線）など。

寒河江市観光キャンペーン推進協議会による広告活動など。東北中央自動車道福島・米沢間開通に伴い、
福島県や北関東方面からの誘客を促進するなど、全国へ向けて観光情報を発信。

さくらんぼ祭りや寒河江まつりなど四季のまつりの開催のための経費を負担。観光資源「鮎」の活用や、自然
に親しむきっかけとなるアウトドアイベントを開催し、新たな観光誘客を行う。

　まち・ひと・しごと創生事業

【自転車活用まちづくり協議会負担金】
ツール・ド・さくらんぼ、シクロクロス大会、ストライダーエンジョイカップの開催を通じた交
流人口の拡大や市内保育園等へのストライダー整備を通じた自転車活用まちづくりを実
施。

【フルーツライン左沢線活用協議会負担金】
公共交通機関であるＪＲ左沢線を活用した観光振興やまちづくり促進を図るため、やまが
た雪フェスティバルの開催やちぇり～マルシェの開催などのイベント開催及び空き店舗対
策事業や創業・事業承継支援事業等によるまちづくり支援を実施。

　技術振興販路拡大推進事業

【販路拡大支援事業補助金】
国内市場が縮小する中で積極的に海外への販路拡大に挑戦する市内企業を支援するた
め、海外の展示会に出展する費用を補助。

　農道維持管理事業

　中心市街地活性化センター維持管理事業

【エレベーター改修工事ほか】
フローラ・ＳＡＧＡＥ利用者の利便性向上と施設の安全確保の観点から、エレベーター等
の改修工事を実施。

【若者定着奨学金返還支援事業負担金】
将来の担い手となる若者の市内回帰・定着を促進するため、日本学生支援機構の奨学
金貸与を受ける一定の要件を満たす方を対象に奨学金の返還を経済的に支援。（助成
月額の1/2ずつを県と市で負担）

【地域資源活用まちづくり協議会負担金】
森林資源や農産物等の地域資源を活用したまちづくりを推進するため、木育・食育フェス
を開催するとともに、木のおもちゃなどを市内保育所等に整備。
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事業費合計 3,715

拡充 3,689

事業費合計 30,441

継続

事業費合計 1,852

継続

事業費合計 8,452

継続

事業費合計 4,141

継続 2,700

事業費合計 110,000

拡充 70,000

継続 40,000

事業費合計 14,549

継続 12,000

継続 400

継続 1,500

　企業誘致推進事業

　雇用対策事業

企業や学校等と連携し、新規高卒就労予定者に講演会やインターンシップなどを行い、就業の促進を図ると
ともに地域産業の担い手育成を支援。

【企業立地促進補助金】
産業振興と雇用機会の拡大を図るため、中央工業団地への立地企業に対し用地取得費用を補助。

　結婚支援対策事業

【結婚新生活支援事業費補助金】
少子化対策及び移住支援の観点から、転入する新婚世帯に対して引越費用等に係る経
費の一部を助成。

【子育て定住住宅建築事業補助金】
子育て世帯等の定住促進のため、住宅新築費用の一部を助成。受付戸数増による拡
充、市単独事業分（国庫補助交付決定までを補完）を新設。

【空き家再生等推進事業補助金】
事業補助金空き家戸数の減少に取り組むため、利用困難な危険空き家の解体除去に対
する費用を助成。

Ｕターン世帯の移住定住を推進する定住促進賃貸住宅家賃助成事業や、本市出身の若者等を対象としたふ
るさと回帰のための情報発信などを実施。

　住宅宅地開発指導事業

【宅地開発事業補助金】
民間宅地開発において、市の基準に沿って造られ、無償で市に提供される公共施設の工
事費を助成。

　移住定住推進事業

　住宅建築推進事業

【移住推進空き家利活用支援事業補助金】
移住推進と空き家戸数の減少を図るため、利用可能な空き家を有効活用した場合にリ
フォーム費用を助成。

　中心市街地活性化リニューアル事業

【住宅建築推進事業】
補助金市内の建築、建設業者を利用し、住宅の新築、増改築、3世代同居等のリフォーム
した方に対し助成。

【学習支援室整備ほか】
中心市街地の拠点として施設の活性化と利活用促進を図る観点から、新たに学習支援
室等を整備。
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事業費合計 49,448

新規 5,508

継続 29,834

事業費合計 892,568 （単位：千円）　

事業費合計 3,203

継続 3,200

事業費合計 21,469

継続 570

事業費合計 7,786

継続

事業費合計 33,564

継続

事業費合計 13,212

新規 340

事業費合計 529,692

継続

　老人福祉センター運営事業

【老人福祉センター一部改修】
高齢者の健康保持・増進及び福祉向上を目的にした、老人福祉センター及び屋内ゲート
ボール場の管理・運営。平成３０年度は手すり設置工事等を行う。

【高齢者運転免許証自主返納支援事業】
高齢者の運転免許証自主返納促進のため、免許返納者に対してタクシーやバス（循環バ
ス・デマンドタクシーを含む）の乗車券を配布し、運転免許証返納後の交通手段確保を支
援。

　市営住宅管理事業

【新規市営住宅PFI導入可能性調査】
市営住宅の整備計画に基づく市営住宅団地建設に向けたPFI導入可能性調査を行う。

【ひがし団地4号棟外壁・屋根改修工事】
市営住宅の改修工事や維持管理等を行う。

　高齢者在宅福祉事業

　老人福祉施設整備補助事業

65歳以上の高齢者等の生活を支援するため、配食サービス、除雪費の助成、元気高齢者増進事業（ポイント
制度）などの実施。

　高齢者運転免許証自主返納支援事業

特別養護老人ホーム等の償還補助金・建設補助金。

障がい児者へ介護や訓練等を行うサービスを支給。

　障がい者在宅支援事業

【大人用おむつ交換台設置】
ハートフルセンター利用者の利便性向上のため、2階多目的トイレに大人用おむつ
交換台を設置。

　障がい福祉サービス事業

「元気に安心して暮らせるまち」（第６次振興計画基本政策第３章） 

医療、福祉、介護サービスの充実や市民が健康づくりに取り組む環境を整備し、いつまでも元

気で住み慣れた地域で支え合いながら、安心して暮らせるまちをめざします。          
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事業費合計 32,239

一部
新規 9,271

事業費合計 46,650

新規 1,100

事業費合計 61,660

拡充 60,506

事業費合計 57,864

継続

事業費合計 44,775

拡充 34,075

事業費合計 28,644

拡充

事業費合計 2,225

継続 1,633

事業費合計 4,185

継続

　地域生活支援事業

障がいのある人が、その有する能力や適性に応じ地域の中で安心して暮らせるように支
援する。相談支援事業、日常生活用具給付、移動支援、地域活動支援センター事業、訪
問入浴サービス、特別支援学校通学支援等。平成30年度は日常生活用具給付事業の支
援用具に咽頭摘出用人口鼻を新たに追加。

健康寿命延伸のため、健康診査受診によるがん等の生活習慣病の早期発見・早期治
療、重症化防止を図るとともに、健診結果を活用した保健指導を実施し、市民の健康づく
りを支援。平成30年度は肺がん検診の65歳以上無料化、胃がんリスク層別化検診（ピロ
リ菌の有無検査費用の一部助成）を追加。

地域防災の要である消防団活動を支援。消防団員の安全確保並びに活動充実のための環境整備を行う。

【自主防災組織育成事業補助金・地域防災力強化支援事業費補助金】
自主防災組織の組織化促進と、防災訓練資機材の整備等を支援。

　防犯対策事業

　高齢者・子ども交通安全事業

幼児から高齢者まで生涯にわたる交通安全教育を展開し、交通安全意識づけを行う。

　消防団活動推進事業

　防災対策事業

　健康診査事業

　総合福祉保健センター管理事業

【視覚障がい者用歩行誘導マット設置事業】
施設の安全確保と施設利用者の利便性向上を図るため、障がい者支援の拠点施設であ
るハートフルセンターに視覚障がい者のニーズに対応した歩行誘導マットを設置。

　消防施設整備事業

新なか保育所敷地内に耐震性貯水槽を設置するほか、小型動力ポンプ付き軽積載車（3
台）の更新、ポンプ庫等整備などの補助を行う。

【ＬＥＤ防犯街路灯設置事業】
省電力で長寿命なＬＥＤ防犯灯の設置を積極的に進め、経費節減を図るとともに
地域の防犯や通学路の安全を確保。
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事業費合計 1,318,777 （単位：千円）　

事業費合計 29,758

新規 11,000

事業費合計 5,577

拡充

事業費合計 38,396

一部
新規 13,975

事業費合計 2,207

継続

事業費合計 23,007

拡充 750

事業費合計 14,937

継続

事業費合計 15,150

継続

　地域づくり推進事業

田代地区多目的交流館（学びの里TASSHO）オープンによる指定管理委託。

　図書館管理運営事業

地域の課題解決や活力向上を図るため、住民が主体となって取り組む地域づくり事業に対して補助。

　地域の活力アップ応援事業

　寒河江さくらんぼ大学推進事業

　公民館整備事業

　文化センター整備事業

地域の生涯学習の拠点となる公民館分館整備等の支援。分館における耐震補強工事、エアコン、ＬＥＤ照明
の整備補助を継続。

文化センター施設の機能保全に向けて、文化会館トイレ改修工事などを実施。

【カフェコーナー設置事業】
図書館及び図書の利用拡大を図り、市民からの要望もあるサービスとしてカフェコーナー
を設置するため、AVコーナーを一部リフォームし自動販売機による飲み物を提供する。

【柴橋地区公民館施設整備実施設計】
老朽化した屋内運動場に代わる施設として、多世代交流センター（新屋内運動場とコミュ
ニティスペース、放課後児童クラブを併せ持つ施設）を建設するため、実施設計を行う。

　公民館管理運営事業

大学院から一般講座まで、参加者の学習意欲に合わせた講座を開設し、受講者が主体となった講座の企画
運営の確立を目指す。

「一人ひとりが力を発揮するまち」（第６次振興計画基本政策第４章） 

歴史や文化などの特長を活かした地域づくりを推進し、様々な場面で市民が活躍できるまち

をめざします。また、市民の声を行政運営に取り入れ、将来を見据えた行財政運営を進めま

す。                    

11



事業費合計 14,879

継続

事業費合計 11,042

継続 9,800

事業費合計 5,200

新規 2,000

新規 2,900

事業費合計 5,719

継続

事業費合計 16,883

拡充 1,810

拡充 10,000

事業費合計 33,774

継続 20,622

継続 13,152

　地域スポーツ活性化推進事業

【ガイダンス施設等整備】
平成30年度は「活用整備基本設計（ガイダンス建築・展示）」等を行う。

【史跡慈恩寺旧境内整備基本設計策定等】
国史跡の指定を受けた慈恩寺旧境内を保存活用し、慈恩寺文化の研究と市民への周知
と地域の活性化を図る。平成30年度は「史跡慈恩寺旧境内整備基本設計」の策定等を行
う。

　史跡慈恩寺旧境内整備事業

【“さがえ”さくらんぼマラソン大会】
“さがえ”さくらんぼマラソン大会に「ハーフ」種目を加え拡充する。参加者の増加と交流人
口の拡大を目指す。

【トライアスロン大会】
グリバーさがえを会場に「さがえトライアスロンフェスティバル2018」を開催。この大会に合
わせて、パラリンピアンによるデモンストレーションや参加者による競技体験を行う。

【トルコ共和国ギレスン市姉妹都市締結30周年記念招聘事業】
市民の国際意識の醸成や国際親善に寄与するため、トルコ共和国ギレスン市長、駐日ト
ルコ大使などを招聘し、記念イベントを行う。両市の更なる交流の推進と、市民の国際交
流の機会を確保する。

【ホストタウン関連事業】
2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会に係る大韓民国のホストタウンとし
て、大韓民国ローラースポーツ連盟と共同で日韓交流スケートボード大会などの交流事
業に取り組み、スポーツや観光・文化を通じた国際交流の推進や地域の活性化を推進。

　体育施設整備事業

利用者の安全確保のため、市民プールの改修工事等を行い、快適なスポーツ環境を整備。

　国際交流事業

　芸術文化振興事業

市民文化会館等を活用した自主事業として芸術公演の実施、市民の芸術文化活動に対しての支援。

【種蒔ザクラ環境整備事業】
種蒔ザクラのビュースポット及び駐車場等整備のための用地購入等を行う。

　文化財保存活用事業
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事業費合計 10,118

新規 606

事業費合計 1,092,130

継続

事業費合計 903,276 （単位：千円）　

事業費合計 18,400

新規 5,000

新規 5,000

継続 8,000

事業費合計 2,100

継続

事業費合計 9,979

継続 5,000

事業費合計 9,800

継続

　公園整備事業

【チェリーランド再整備計画作成業業務】
老朽化が進むチェリーランドの再整備に向け、現況調査や再整備計画の策定を行う。

　寒河江公園整備事業

納税者の納付の利便性を図るため、新たにクレジット収納を開始。

　徴税事務事業

　河川総務管理事業

【桜回廊整備事業】
寒河江川の水辺景観の充実を図るため、三泉地内堤防（桜回廊未整備区間）の測量設
計などを行う。

　基金管理事業

【ふるさと納税関連事業】
本市の情報発信及び市内の産業の活性化の観点から、ふるさと納税を通じたまちづくり寄附を行った方に対
して特産品の返礼等を実施。

寒河江公園、さくらの丘整備等を実施。

【公園整備事業】
都市公園の遊具更新等を実施。

【最上川寒河江緑地整備事業】
最上川寒河江緑地の更なる活用を図るため、園路舗装整備等を行う。

　用悪水路整備事業

地域の生活環境を改善するため、土側溝及び生活排水路を整備。整備工事（平塩地区ほか）測量設計業務
委託（松川地区ほか）。

「便利で快適に生活できるまち」（第６次振興計画基本政策第５章） 

緑豊かな自然の中で、計画的な土地利用や各種インフラの整備と維持管理により、 市民が

快適に生活できるまちをめざします。                                 
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事業費合計 63,200

継続

事業費合計 131,133

継続 4,000

事業費合計 48,000

継続

事業費合計 94,900

継続

事業費合計 481,780

継続 55,000

継続 426,780

事業費合計 10,000

継続

事業費合計 11,145

新規 6,000

新規 300

事業費合計 8,946

継続

事業費合計 13,893

継続

除雪情報管理システム等を活用し、地域の実情に応じたきめ細かな除雪を行う。

高齢者等の市中心部内の移動手段を確保するため、公共施設や医療機関等を結ぶ市内循環バスを運行。

　橋りょう整備事業

　側溝整備事業（単独・交付金）

　道路新設改良事業(単独・交付金）

　舗装整備事業

市道の安全で快適な通行を確保するため、未舗装路線及び損耗路線の舗装を行い、機能的な道路の整備を
行う。

橋りょう長寿命化計画に基づき、補修点検と予防的な修繕を行うことにより、橋梁の長寿命化を図る。補修工
事（新町橋ほか）。

市道の安全で快適な道路環境提供のため、道路排水施設未設置箇所の整備及び維持修繕等を実施。
・側溝整備工事（丸内西根北町線 外7路線）
・測量設計等業務委託（日田12号線 外2路線）
・その他物件補償等

　市内循環型公共交通運行事業

公共交通機関のない市内5地域と市街地の公共施設や医療機関等とを結ぶデマンド型タクシーを運行。

　環境衛生事業

　デマンド型公共交通運行事業

　交通安全施設整備事業

・道路改良工事（塩水小和田線 外6路線）
・測量設計等業務委託（島高屋線嶋踏切 外6路線）
・用地買収、物件補償等。

【再生可能エネルギー設備導入事業費補助金】
太陽光発電・蓄電池・木質バイオマス燃焼機器等の設備導入に対して、県補助に上乗せ
して助成することで、再生可能エネルギー普及を促進する。

【新規狩猟免許取得・技術向上支援事業】
自然保護活動組織の拡充、狩猟技術向上のための支援及び助成。

　除雪事業

【都市計画道路落衣線整備】
都市計画道路落衣島線の用地測量物件調査等を行う。

ガードレール、区画線等の整備、カーブミラー等の設置工事などを行う。
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〇基金残高の状況（単位：百万円）

25年度末 26年度末 27年度末 28年度末
29年度末
見込み

30年度末
見込み

財政調整基金 1,307 1,317 1,392 1,392 1,225 1,189

減債基金 147 165 175 175 175 175

まちづくり基金 7 22 411 899 882 412

〇市債残高の推移（単位：億円）

25年度末 26年度末 27年度末 28年度末
29年度末
見込み

30年度末
見込み

臨時財政対策債 63.1 67.1 70.3 71.9 73.3 74.3

その他の市債 117.0 108.1 97.7 92.1 87.5 90.2

実質公債費比率（%） 14.1 12.1 10.8 9.5 8.5 7.9
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